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令和●年度 みよし市城山保育園指定管理業務年度別協定書 

 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）に基づく、保育の実施

のための指定管理について、みよし市（以下「市」という。）と〔事業者名●●●〕を代

表法人とし、〔事業者名●●●〕、〔事業者名●●●〕及び〔事業者名●●●〕を構成員

とする〔共同企業体名●●●〕（以下、共同企業体の構成員を各条文内容に即して個別に

又は総称して「指定管理者」という。）との間において次のとおり協定を締結する。 

 

  (指定管理者の資格) 

第１条 指定管理者は、社会福祉法（平成１２年法律第１１１号）の規定による第二種社

会福祉事業の認可を受けた社会福祉法人〔私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）の

規定による設立の認可を受けた学校法人〕及び法に基づく知事の施設認可を受けた者と

する。 

 

 （受入児童数） 

第２条 受入児童の数は、法第３５条第４項の規定に基づき、県知事から認可を得た定員

の範囲内とする。ただし、「保育所への入所の円滑化について」（平成１０年２月１３

日付け児保第３号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）に定める定員超過は

認めるものとする。 

２ 市は、年度途中において保育の実施が必要となった場合は、関係通知に基づき受入さ

せることができるものとする。 

 

 （指定管理料及びその支払方法） 

第３条 みよし市城山保育園の管理運営に関する指定管理協定書（以下「協定書」という。）

第１８条による管理運営に係る指定管理料は、●●●円とする。 

２ 前項に規定する費用については、四半期払いとする。 

３ 協定書第１９条による指定管理料の変更を申し出る場合は、指定管理保育園管理運営

費委託金計画変更承認申請書を市に提出するものとする。 

４ 指定管理者は事業完了の日から起算して３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日

のいずれか早い期日までに指定管理保育園管理運営費実績報告書を提出するものとす

る。 

 

 （光熱水費等の負担） 

第４条 協定書第７条の規定する期間に請求のあった電気、ガス、水道及び電話料金につ

いては、指定管理者が負担するものとする。 

 

 （補修経費の負担） 

第５条 管理運営費用のうち施設の補修に充てるための経費（以下「補修経費」という。）

は、補修部１箇所あたり（付帯的部分の補修を含む。）の金額が５０万円未満の場合は

指定管理者の負担とし、５０万円以上の場合は市と指定管理者が協議して決定するもの



とする。 

 （指定管理料の会計処理） 

第６条 指定管理者は、会計処理について保育所を経営する事業の会計とその他の事業の

会計を区分するとともに、保育所ごとに経理を区分すること。また、保育所経理区分に

ついては、社会福祉法人会計基準（平成２８年厚生労働省令第７９号）に定める資金収

支計算書及び資金収支内訳表を作成するとともに、当該資金収支内訳表においては、同

通知に従い、各保育所の経理区分及び当該経理区分ごとに積立預金明細表を作成するこ

と。 

２ 法に基づく知事の施設認可に際して付された条件を遵守するとともに、市に対して毎

会計年度終了後３か月以内に保育所を経営する事業以外の事業を含めた当該主体の前

会計年度末における貸借対照表及び前会計年度の収支計算書又は損益計算書（保育所ご

とに区分して把握した保育所を経営する事業の会計に係るものを含む。）を添付して保

育所を経営する事業に係る現況報告書を提出すること。 

 

 （善管注意義務、改善義務） 

第７条 指定管理者は、法第３９条に基づく業務について関係機関の指導を受けるととも

に、この契約に基づき、市に対し誠意をもって業務を実施しなければならない。また、

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第１４条の

３第３項により、処遇に関し、市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言

に従い、必要な改善を行わなければならない。 

 

 （事故の責任） 

第８条 保育中において生じた事故に関する責任は、原則として指定管理者が負い、事故

の処理については市と指定管理者が協議して決定する。 

  

 （契約の有効期間） 

第９条 この契約の有効期間は、令和●年４月１日から令和●年３月３１日までとする。 

 

 （個人情報の保護） 

第１０条 指定管理者は、この契約による事業を運営するに当たり、個人情報の取扱いに

ついては別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。 

 

  (契約の解除) 

第１１条 市は、指定管理者がこの契約に違反したとき、又は事業の継続を不可能と認め

たときは、この契約を解除することができる。 

 

  (疑義の決定) 

第１２条 本契約に定めるもののほかは、法その他関係法令の定めるところによるものと

し、なお疑義のあるときは、市と指定管理者が協議して決定する。 

 



 

本協定を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、みよし市が１通、指定

管理者は代表法人である           が１通を保管する。 

    

令和５年●月●日 

 

          市   住 所  愛知県みよし市三好町小坂５０番地 

              名 称  みよし市 

              代表者  みよし市長 小 山   祐 

 

 

          指定管理者 ●●●企業体 

             代表法人 

              住 所   

              名 称   

              代表者   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記 

 

 個人情報取扱特記事項 

 

 （基本事項） 

第１ 指定管理者は、この契約による個人情報の取扱いに当っては、個人の権利利益を侵

害することのないよう努めなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２ 指定管理者は、この契約による事業に関して知ることのできた個人情報を他に漏ら

してはならない。 

 （再委託の禁止） 

第３ 指定管理者は、この契約による事業を自ら運営するものとし、やむを得ず他に再委

託するときは市の承諾を得るものとする。 

 （目的外収集・利用の禁止） 

第４ 指定管理者は、この契約による事業を運営するにあたり、個人情報を収集し、又は

利用するときは、受諾事業の目的の範囲内で行うものとする。 

 （第三者への提供の禁止） 

第５ 指定管理者は、この契約による事業を運営するにあたり、収集し、又は作成した個

人情報が記録された資料等を、市の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第６ 指定管理者は、この契約による事業を運営するにあたり、市から提供を受けた個人

情報が記録された資料等を、市の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 （適正管理） 

第７ 指定管理者は、この契約による事業を運営するにあたり、市から提供を受けた個人

情報の滅失及び損傷の防止に努めるものとする。指定管理者自らが当該事業を運営する

にあたり、収集した個人情報についても、同様とする。 

 （資料等の返還等） 

第８ 指定管理者がこの契約による事業を運営するにあたり、市から提供を受け、又は指

定管理者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約完

了後直ちに市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、市が別に指示したときは当

該方法によるものとする。 

 （事故の場合の措置） 

第９ 指定管理者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知

ったときは、速やかに市に報告し、市の指示に従うものとする。 

 （罰則） 

第１０ 指定管理者がこの契約による個人情報取り扱特記事項に違反した場合、みよし市

個人情報保護条例第５６条及び５７条に基づく罰則が課される。 

 


